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■平成２８年度予算に向けた新規事業採択時評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【道路・街路事業】

（補助事業等）

北海道 北海道 都市計画道路　空港通 9.5 12.4

福岡県
福岡市・

福岡北九州高
速道路公社

地域高規格道路　福岡高速道路
都市計画道路　自動車専用道路アイラ
ンドシティ線

292 2.1

【市街地整備事業】

（都市機能立地支援事業）

岩手県
（花巻市）

公益財団法人
御田屋・東町地区都市機能立地支援事
業

93 1.6

千葉県
（成田市）

学校法人
公津の杜駅周辺地区都市機能立地支
援事業

128 1.8

佐賀県
（小城市）

学校法人
小城中心拠点地区都市機能立地支援
事業

16 1.1

【都市公園等事業】

（補助事業）

東京都
（豊島区）

独立行政法人
都市再生機構

西巣鴨公園 198 2.9

Ｂ／Ｃ 備考

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 備考

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象
としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実
施環境等を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載してい
る。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 備考
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■平成２８年度に向けた再評価について（補助事業等）

【公共事業関係費】

【道路・街路事業】

（補助事業等）

山梨県 山梨県
都市計画道路
高畑町昇仙峡線

16 1.3 継続

和歌山県 和歌山県
都市計画道路
西脇山口線（川永工区）

31 3.8 継続

福岡県 北九州市
地域高規格道路　北九州高速道路
都市計画道路　戸畑枝光線（牧山ランプ～
枝光ランプ）

120 3.7 継続

大分県 大分県
地域高規格道路
大分中央幹線道路　都市計画道路
庄の原佐野線（元町・下郡工区）

140 1.8 継続

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたもの
である。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等
を含めて総合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ 対応方針 備考
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【公共事業関係費】

【道路・街路事業】

千葉県 千葉市
地域高規格道路　千葉中環状道路
都市計画道路　塩田町誉田町線（塩田町）

177 1.4 H23 再評価 継続

神奈川県
横浜市・

首都高速道路㈱
（都）高速横浜環状北西線 2,200 1.8 H23 新規 -

徳島県 徳島県
地域高規格道路　徳島環状道路
都市計画道路　徳島東環状線（末広～住吉工
区）

490 1.04 H26 再評価 継続

【都市公園等事業】

千葉県
（千葉市）

独立行政法人
都市再生機構

千葉市総合スポーツ公園 327 3.9 H23 再評価 継続

東京都
（三鷹市）

独立行政法人
都市再生機構

新川防災公園 141 2.0 H23 新規 －

大阪府
（茨木市）

独立行政法人
都市再生機構

岩倉公園 34 4.2 H23 新規 －

直近評価年度
の対応方針

備考

■平成２８年度以降も継続予定のその他の補助事業等一覧

・事業評価対象の補助事業等（補助事業等および独立行政法人等施行事業（独立行政法人等が行う補助事業に限る。））を対象としたものである。

・事業評価の実施にあたっては、貨幣換算した便益だけではなく、貨幣換算することが困難な定量的・定性的な効果や事業の実施環境等を含めて総
合的に評価を行っているが、本一覧においては、B/Cの算出を行った事業について、その値を記載している。

都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ
直近
評価
年度

評価
区分

直近
評価
年度

評価
区分

直近評価年度
の対応方針

備考
都道府県
（実施箇所）

事業主体 事業名
全体事業費
(億円)

Ｂ／Ｃ
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＜評価の手法等＞

費　用 便　益

・事業費
・維持管理費

・走行時間短縮便益
・走行経費減少便益
・交通事故減少便益

・事業実施環境
・物流効率化の支援
・都市の再生
・安全な生活環境の確保
・救助・救援活動の支援等の
  防災機能

・道路交通セ
ンサス
・ﾊﾟｰｿﾝﾄﾘｯﾌﾟ
調査

都市局
道路局

・施設整備費
・用地費
・維持管理費

・事業区域内の便益
・事業区域外の便益

・まちの活力の維持・増進
・良好な都市環境の整備
・土地の有効利用

・相続税路線
価
・公示地価

都市局
住宅局

・建設費
・維持管理費

・健康、ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ空間として
の利用価値
・環境の価値
・防災の価値

・計画への位置付け
・安全性の向上
・地域の活性化
・福祉社会への対応
・都市環境の改善

・国勢調査結
果

都市局

※効果把握の方法
  
  消費者余剰法
      事業実施によって影響を受ける消費行動に関する需要曲線を推定し、事業実施により生じる
      消費者余剰の変化分を求める方法。

  ヘドニック法
      投資の便益がすべて土地に帰着するというキャピタリゼーション仮説に基づき、住宅価格や地価のデータから、
      地価関数を推定し、事業実施に伴う地価上昇を推計することにより、社会資本整備による便益を評価する方法。

  コンジョイント分析
      仮想状況に対する選好のアンケート結果をもとに、評価対象資本の構成要素を変化させた場
      合の望ましさの違いを貨幣価値に換算することによって評価する方法。

評価を行う過
程において使
用した資料等

担当部局（　　　　）内は

方法を示す。※

費　用　便　益　分　析 費用便益分析以外の
主な評価項目

事業名 評　価　項　目

道路・街路事業
（消費者余剰法）

市街地整備事業
（都市機能立地支援事業）
（ヘドニック法）

都市公園等事業
（コンジョイント分析）

別添１
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【公共事業関係費】

新規事業採択箇所数

道路・街路事業 補助事業等 2

市街地整備事業 補助事業 3

都市公園等事業 補助事業 1

合　　　　計 6

平成２８年度予算に向けた新規事業採択時評価について

事　　　業　　　区　　　分

（平成２８年３月時点）

別添２
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【公共事業関係費】

再評価実施箇所数 再評価結果

うち見直
し継続

道路・街路事業 補助事業等 1 3 4 4

合　　　　計 0 1 0 0 3 4 4 0 0 0

（注１）
（注２）

平成２８年度予算に向けた再評価について

事　　　業　　　区　　　分 一定期
間未着

工

長期間
継続中

準備計
画段階

再々
評価

その他 計
継　　続

（平成２８年３月時点）

再々評価：再評価実施後一定期間（直轄事業等３年間、補助事業等５年間）が経過している事業
その他：社会経済情勢の急激な変化、技術革新等により再評価の実施の必要が生じた事業

中止
評価

手続中

再評価対象基準
一定期間未着工：事業採択後一定期間（直轄事業等は３年間、補助事業等は５年間）が経過した時点で未着工の事業
長期間継続中：事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業
準備計画段階：準備・計画段階で一定期間（直轄事業等３年間、補助事業等５年間）が経過している事業

直轄事業等には、独立行政法人等施行事業（補助事業を除く）を含む
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【公共事業関係費】
【道路・街路事業】

（補助事業等）

9.5 98 7.9 12.4
都市局

街路交通施設課
（課長 神田昌幸）

292 523 247 2.1

都市局
街路交通施設課
（課長 神田昌幸）

道路局
高速道路課

（課長 吉岡幹夫）

地域高規格道路
福岡高速道路
都市計画道路　自動車専用
道路アイランドシティ線

福岡市
福岡北九州高速道路公社

【内訳】
走行時間短縮便益
421億円
走行経費減少便益
59億円
交通事故減少便益
43億円

【主な根拠】
計画交通量
20,000台/日

【内訳】
事業費
240億円
維持管理費
7.0億円

①交通渋滞の緩和
　・一般道からの交通の転換による混雑の緩和
②地域医療の支援
　・二次救急医療施設「福岡市立こども病院」へのアクセス向上
③地域産業の支援
　・特定重要港湾である博多港(アイランドシティ地区)へのアクセス向上
④地域防災の支援
　・第一次緊急輸送道路の機能強化

都市計画道路
空港通

北海道

【内訳】
走行時間短縮便益
88億円
走行経費減少便益
6.3億円
交通事故減少便益
3.5億円

【主な根拠】
計画交通量
14,300台/日

【内訳】
事業費
7.6億円
維持管理費
0.3億円

①交通渋滞の緩和
　空港道路と並行する函館上磯線（以下、産業道路）には全線に渡って主要渋
滞箇所が存在、空港道路と一体となって当該道路を整備することで、産業道路
など、函館市内の幹線道路における渋滞緩和が期待される
②交通事故対策
　産業道路において死傷事故率の高い区間が存在、通過交通が空港道路へ
転換することで、慢性的な混雑などに起因する交通事故の減少が期待される
③地域経済の活性化
　函館空港と函館臨空工業団地とのアクセス強化により、新たな企業や工場
誘致を促進
④地域防災の支援
　津波浸水、河川氾濫等による浸水想定箇所を回避した、緊急輸送道路の確
保
⑤地域社会の支援
　北海道新幹線（新函館北斗駅）から函館湯川地区や函館空港への北海道新
幹線二次交通ルートの強化

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

新規事業採択時評価結果一覧

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）

別添３
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【公共事業関係費】
【市街地整備事業】

（都市機能立地支援事業）

93 144 92 1.6
都市局

市街地整備課
（課長　英　直彦）

128 249 141 1.8
都市局

市街地整備課
（課長　英　直彦）

16 20 17 1.1
都市局

市街地整備課
（課長　英　直彦）

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

貨幣換算が困難な効果等による評価

新規事業採択時評価結果一覧

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

御田屋町・東町地区
都市機能立地支援事
業
公益財団法人

【主な根拠】
　区域内施設の収益向上
　周辺の地価上昇

※便益は、維持管理費等
29億円を控除した額

【内訳】
　建設費　88億円
  その他　4.3億円
　

・事業実施により交流人口が増加する。
・都市の商業拠点、業務拠点、情報・交流拠点
を形成する。

公津の杜駅周辺地区
都市機能立地支援事
業
学校法人

【主な根拠】
　区域内施設の収益向上
　周辺の地価上昇

※便益は、維持管理費等
34億円を控除した額

【内訳】
　建設費　120億円
  その他　22億円
　

・事業実施により交流人口が増加する。
・都市の商業拠点、業務拠点、情報・交流拠点
を形成する。

小城中心拠点地区都
市機能立地支援事業
学校法人

【主な根拠】
　区域内施設の収益向上
　周辺の地価上昇

※便益は、維持管理費等
2.9億円を控除した額

【内訳】
　建設費　16億円
  その他　1.1億円
　

・事業実施により交流人口が増加する。
・都市の商業拠点、業務拠点、情報・交流拠点
を形成する。
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【公共事業関係費】

【都市公園等事業】

（補助事業）

198 468 160 2.9
都市局公園緑地・景観課
（課長　梛野　良明）

費用の内訳

西巣鴨公園
独立行政法人
都市再生機構

【内訳】
利用に係る価値：92億円
環境に係る価値：112億円
災害に係る価値：265億円
【主な根拠】
誘致圏：1.5km
誘致圏人口：9.2万人

【内訳】
 建設費     154億円
 維持管理費 6.3億円

・豊島区地域防災計画において、広域避難場所とし
て位置付けられており、有効避難面積の確保に資す
る。（有効避難面積：0.00㎡/人→0.45㎡/人）

事 業 名
事業主体

総事業費
（億円）

費用便益分析

新規事業採択時評価結果一覧

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠

貨幣換算が困難な効果等による評価
担当課

（担当課長名）
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【公共事業関係費】

【道路・街路事業】
（補助事業等）

その他 16 16 12 1.3

①地域間連携の強化
・新山梨環状道路の牛句ＩＣアクセス道路である本路線を
整備することにより、甲府市北西地域と周辺市の地域拠点
や工業団地、市内の観光拠点等との交流の活発化が図られ
る。また、甲府駅等の交通拠点へのアクセス改善も図られ
る。
②渋滞の解消
・本路線を経由して新山梨環状道路を利用することによ
り、現在、甲府都市圏市街地部に集中している交通渋滞の
分散・解消が見込まれる。移動時間短縮や走行性向上によ
る地場産業の高付加価値化や産業立地の促進、主要観光地
へのアクセス向上による観光分野の発展に寄与するものと
期待される。
③沿道市街地の交通改善
　本路線自体も市外地内の主要道路であり、住宅・商店が
連担し、かつ近隣学校への通学路としても利用されてい
る。着手時には歩道も未整備であったため歩行者・自転車
の安全を確保できる。
④災害時緊急輸送道路機能の強化
・被災時、新山梨環状道路へのアクセス機能を確保すると
ともに、本路線も第二次緊急輸送路として、避難路・物資
輸送路の機能を確保する。
　併せて防災機能向上のため電線類の地中化を推進する。

継続
都市局

街路交通施設課
（課長 神田昌幸）

その他 31 111 29 3.8

①周辺道路の沿道環境改善
・粉河加太線（現道）をはじめとした周辺道路において混
雑緩和による沿道環境の改善が期待される。 継続

都市局
街路交通施設課

（課長 神田昌幸）

都市計画道路
高畑町昇仙峡線

山梨県

【内訳】
走行時間短縮便益：12.6億円
走行経費減少便益： 2.5億円
交通事故減少便益： 0.4億円

【主な根拠】
計画交通量　9,900台/日

【内訳】
事業費　　：11.9億円
維持管理費： 0.5億円

【投資効果等の事業の必要性】
・都市計画道路　高畑町昇仙峡線は、甲府市高畑
を起点とし、甲府市山宮町へ至る延長約７．３km
の都市計画道路である。また、新山梨環状道路の
牛句ＩＣと接続し、県内道路ネットワークを構成
する重要な路線の一つであり、観光地である昇仙
峡への観光道路にもなっている。山の手通りから
北側については観光地である昇仙峡へのアクセス
道路となっており、沿線小学校等の通学路にも
なっているが、自動車通行量が多く、歩道は未整
備である。このため、ＩＣ、観光地や駅へのアク
セス向上、歩行者・自転車の安全確保を目的にと
する延長６１８ｍの現道拡幅・電線類の地中化を
実施する。
【事業の進捗の見込み】
・事業化年度：平成22年度
・事業進捗率73%（うち用地進捗率92%）
・新しい補助制度創設に伴い、交付金事業から移
行をおこなうため再評価を実施。
【コスト縮減等】
・技術の進展に伴う新工法の採用等による新たな
コスト縮減に努めながら事業を推進する。

都市計画道路
西脇山口線　　（川永
工区）

和歌山県

【内訳】
走行時間短縮便益： 88億円
走行経費減少便益： 16億円
交通事故減少便益：6.8億円

【根拠】
計画交通量11,500台/日

【内訳】
事業費　  ：  29億円
維持管理費：0.34億円

【投資効果等の事業の必要性】
①和歌山市北部地域における東西軸が形成され、
周辺地域の利便性が向上する。
②４車線の直線道路の整備により、快適な走行空
間が確保される。
③粉河加太線（現道）をはじめとした周辺道路に
ついても、慢性的な交通混雑が緩和されること
で、安全性及び快適性の向上期待される。
④歩道の設置により安全で快適な歩行空間が確保
される。
【事業の進捗の見込み】
・事業化年度：平成25年度
・事業進捗率17%（うち用地進捗率40%）
・新しい補助制度創設に伴い、交付金事業から移
行をおこなうため再評価を実施。
【コスト縮減等】
・現場発生土の埋戻や盛土転用による建設副産物
の発生抑制また、再生材の利用やプレキャスト製
品を使用することなどによりコスト縮減に努めて
いる。

再評価結果一覧

事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳
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事 業 名
事業主体

該当基準
総事業費
（億円）

費用便益分析
貨幣換算が困難な効果等

による評価

再評価の視点
（投資効果等の事業の必要性、事業の進捗の見込

み、コスト縮減等）
対応方針

担当課
（担当課長名）

貨幣換算した便益:B(億円) 費用:C(億円)
Ｂ／Ｃ

便益の内訳及び主な根拠 費用の内訳

長期間
継続中

120 422 114 3.7

・高速性、定時性の向上を図ることで、北九州市内の広域
交流拠点間の連携を強化
・市街地及び路線周辺地域における交通混雑を緩和
・緊急輸送道路でもある都市高速道路ネットワークにおけ
る代替路を確保

継続
都市局

街路交通施設課
（課長 神田昌幸）

その他 140 251 140 1.8

・東九州自動車道 米良ICと大分市中心市街地とのアクセス
向上により、大分県南域や宮崎県等との交流人口の増加に
寄与
・大分市臨海部等に位置する企業群に対して、北部九州方
面へアクセスする際の定時性及び迅速性が向上するなど、
産業競争力強化に寄与
・大分市中心部を取り囲む幹線道路の交差点や大分川渡河
部における慢性的な交通渋滞の緩和

継続
都市局

街路交通施設課
（課長 神田昌幸）

地域高規格道路
大分中央幹線道路
都市計画道路
庄の原佐野線
（元町・下郡工区）

大分県

【内訳】
走行時間短縮便益：185億円
走行経費減少便益： 47億円
交通事故減少便益： 20億円

【主な根拠】
計画交通量
35,500台/日

【内訳】
事業費　　：139億円
維持管理費：0.68億円

【投資効果等の事業の必要性】
・都市計画道路庄の原佐野線は、東九州自動車道
大分ICと都市計画道路下郡中判田線を結び、アク
セス向上により、地域間交流の強化、産業競争力
強化等に寄与する延長約6kmの地域高規格道路であ
る。
・庄の原佐野線（元町・下郡工区）は、地域高規
格道路の一部を形成し、アクセス向上を目的とす
る延長1.2kmにおいて街路整備を行うものである。
【事業の進捗の見込み】
・事業化年度：平成20年度
・事業進捗率64%（うち用地進捗率100%）
・埋蔵文化財調査にて出土した重要な遺構を保護
するため、道路構造の一部を変更し、総事業費増
により再評価を実施
【コスト縮減等】
・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物
対策により、着実なコスト縮減に努める。

地域高規格道路
北九州高速道路
都市計画道路
戸畑枝光線（牧山ラン
プ～枝光ランプ）

北九州市

【内訳】
走行時間短縮便益：322億円
走行経費減少便益： 54億円
交通事故減少便益： 46億円

【主な根拠】
計画交通量
26,700台/日

【内訳】
事業費　　：108億円
維持管理費：6.1億円

【投資効果等の事業の必要性】
・地域高規格道路北九州高速道路は、福岡県北九
州市を放射環状型に結ぶ高速1号線から高速5号線
の5路線により九州縦貫自動車道、黒崎バイパス等
を相互に連絡し、都心と市街地周辺の各拠点間の
連絡強化に寄与する地域高規格道路である。
・戸畑枝光線（牧山ランプ～枝光ランプ）は、北
九州高速道路の一部を形成し、北九州高速2号線と
北九州高速5号線を連絡し、北九州市の環状放射型
の自動車専用道路ネットワークを形成する延長
2.6kmにおいて街路整備を行うものである。
【事業の進捗の見込み】
・事業化年度：平成23年度
・事業進捗率：24%（うち用地進捗率91%）
【コスト縮減等】
・新技術・新工法の積極的な活用及び建設副産物
対策により、着実なコスト縮減に努める。
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